
第Ⅰ章　森林の整備・保全

60－令和６年度森林及び林業の動向 

事例Ⅰ－3 宮崎県における再造林推進に向けた取組 
宮崎県は、主伐後の再造林率が約70％と高い水準にあるが、主伐の大部分が林道から近い

箇所など林業適地で行われていると考えられている中でも、近年は再造林されていない林
地等が増加していることから、森林資源の循環利用や森林が持つ公益的機能の発揮等の観
点から再造林の推進が課題となっている。 

このため、再造林率日本一を目標に掲げた「グリーン成⾧プロジェクト」を立ち上げ、令
和６(2024)年度からの３年間の集中的な取組として、産学官と県民が一丸となって再造林
に取り組む「宮崎モデル」を構築した。同モデルでは、「宮崎県再造林推進条例」の制定を
掲げるとともに、具体的な対策として「適切な情報を森林所有者・事業者・県民へ周知」「地
域再造林推進ネットワークの設立」「省力・低コスト再造林に対する嵩上げ補助」を中核と
した再造林対策に取り組むこととしている。 

令和６(2024)年７月に施行された宮崎県再造林推進条例は、都道府県初となる再造林に
関する条例であり、再造林を推進するための基本理念を共有し、行政、森林所有者、森林・
林業関係者、県民の役割を明らかにし、基本的施策の方向性を定めることにより、森林の多
面的機能を発揮させ、県民の安全・安心で豊かな暮らしを実現することを目的としている。 

また、具体的な対策のうち、「宮崎モデル」推進の核となるのが地域再造林推進ネットワー
クの設立である。県内の森林組合を単位とする８地域において、再造林や立木取引に関する
森林所有者からの相談対応や、伐採者と造林者、市町村間の伐採情報の共有、再造林のマッ
チングを行うネットワークを創設し、運営を開始している。

宮崎県では、本プロジェクトにより再造林対策を強化し、持続可能な木材供給はもとより
多面的機能を発揮する森林・林業・木材産業の確立を目指していくこととしている。 

産学官と県民が一丸となって再造林に取り組む「宮崎モデル」の概要 

構成員

伐採の相談

再造林の提案

森林の多面的機能への理解
県産材の積極的な利用

ネットワーク参加

Ⅰ 宮崎県再造林推進条例の制定

Ⅱ 再造林に関する具体的な対策の実施

１ 適切な情報を
　 森林所有者・事業者・県民へ周知
　 ⇒再造林に対する意識を醸成

３ 省力・低コスト再造林に対する嵩上げ補助
 　県・市町村で補助率を90％へ！
   

　

２ 地域再造林推進ネットワークの設立（８森林組合ごと）
　 ⇒伐採から再造林の流れをスムーズに

再造林の重要性を県民と広く共有し、県民一丸となって再造林を推進していくための関係者の役割や基本的施策を明記

「再造林推進ネットワーク」を中心に再造林対策を強力に推進

〇〇地域再造林推進ネットワーク 
（事務局　森林組合）

・森林所有者からの相談対応
・伐採者や造林者及び伐採箇所等の情報共有
・再造林の働き掛け・調整（マッチング）

造林者森林組合
構成員

宮崎大学

森林管理署

樹苗組合等

県出先市町村

伐採者

支援(調整)
情報提供

✓伐採と造林の連携　
✓植栽本数　2,500本/ha→2,000本以下/ha
✓コンテナ苗

✓６回→３回
（下刈り回数削減）（低密度植栽）（機械地拵え）

省力・低コスト再造林

 ・ＣＭや新聞広告等により、
　 - 再造林の重要性
　 - 適正な立木価格
　 - 相談窓口
　等を周知

 ・再造林推進決起大会
　再造林コンクールの開催

森林所有者

県民

事業者

主な補助要件
　〇ネットワーク構成員であること
　〇再造林強化区域での施業であること
　〇省力・低コスト化を図ること
　〇「再造林労務改善計画」を作成すること
　　　　　　　　　　　　　　　　　　  等

　省力・低コスト化の定着
⇒森林所有者・事業者の負担軽減　　　
　造林作業者の賃金上昇・担い手確保　

・ 経営意欲のある林業事業体への林地の集約化を支援
・ 森林経営管理制度の推進や地域林政アドバイザーの育成
・ 「林地を手放したい者」と「林地を集積したい者」をつなぐ
   新たな組織・仕組みづくりの検討

・ 新たに造林事業を開始・拡大する事業体への支援
・ 労働安全対策の強化
・ 省力・低コスト化に必要な「コンテナ苗」増産やデジタル化の推進
・ 非住宅分野での木材利用の推進や県外への販路拡大、海外の販路開拓

Ⅲ 林地集積化に向けた組織・仕組みづくり Ⅳ その他の重要な取組
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